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(57)【要約】
　【課題】　二次流れや螺旋状の渦列に起因する流体抵
抗（流体力学的なエネルギー損失）を低減することので
きる流体抵抗低減装置を提供する。
　【解決手段】　流体抵抗低減装置１は、ケーシング２
、３と、ケーシング２、３の内部に収納される回転体４
とを備える。回転体４は、回転体４が回転することによ
って、回転体４の軸方向に沿って液体が流入し、回転体
４の径方向外向きに沿って液体が流出するように構成さ
れる。ケーシング２、３と回転体４との間には、流出し
た液体の一部が流入する隙間空間１１が形成される。隙
間空間１１において、ケーシング２、３に対向する回転
体４の表面には、回転体４の回転軸に対して同心円状に
構造体１２が形成されている。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケーシングと、前記ケーシングの内部に収納される回転体と、を備える流体抵抗低減装
置において、
　前記回転体は、前記回転体が回転することによって、前記回転体の軸方向に沿って液体
が流入し、前記回転体の径方向外向きに沿って前記液体が流出するように構成され、
　前記ケーシングと前記回転体との間には、前記流出した液体の一部が流入する隙間空間
が形成され、
　前記隙間空間において、前記ケーシングに対向する前記回転体の表面には、前記回転体
の回転軸に対して同心円状に構造体が形成されていることを特徴とする流体抵抗低減装置
。
【請求項２】
　前記構造体は、前記回転体の回転軸に対して同心円状に形成された円形の凸部である、
請求項１に記載の流体抵抗低減装置。
【請求項３】
　前記円形の凸部は、前記回転体の回転軸に対して同心円状に複数形成されている、請求
項２に記載の流体抵抗低減装置。
【請求項４】
　前記円形の凸部の高さは、前記回転体の近傍で発生する渦の大きさ以下の値に設定され
ている、請求項２または請求項３に記載の流体抵抗低減装置。
【請求項５】
　前記構造体は、前記回転体の回転軸に対して同心円状に形成された円形の凹部である、
請求項１に記載の流体抵抗低減装置。
【請求項６】
　前記円形の凹部は、前記回転体の回転軸に対して同心円状に複数形成されている、請求
項５に記載の流体抵抗低減装置。
【請求項７】
　前記円形の凹部の深さは、前記回転体の近傍で発生する渦の大きさ以下の値に設定され
ている、請求項５または請求項６に記載の流体抵抗低減装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二次流れや螺旋状の渦列に起因する流体抵抗（流体力学的なエネルギー損失
）を低減する機能を備えた流体抵抗低減装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、エネルギー損失を少なくして、ポンプ効率を向上させる技術が提案されてい
る。例えば、羽根間流路内の二次流れの発生を低減して、ポンプ効率を向上させる技術が
提案されている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－２１４８９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、ポンプ効率低下の原因となる二次流れが発生するのは、羽根間流路に限
られない。例えば、遠心ポンプ等のポンプ装置１００では、ケーシング１０１と羽根車１
０２（回転体)との間に形成される隙間空間１０３（漏れ流路）において、二次流れ（隙
間空間内における回転体の表面に沿う径方向外向きの流れ）や螺旋状の渦列が発生し、そ
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れに起因した流体的なエネルギー損失が生じる（ポンプ効率が低下する）（図７参照）。
そのため、このような流体抵抗（流体的なエネルギー損失）を低減させる技術の更なる開
発が望まれていた。
【０００５】
　本発明は、上記の課題を解決すべくなされたもので、隙間空間内における二次流れや螺
旋状の渦列に起因する流体抵抗（流体力学的なエネルギー損失）を低減することのできる
流体抵抗低減装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の流体抵抗低減装置は、ケーシングと、前記ケーシングの内部に収納される回転
体を備える流体抵抗低減装置において、前記回転体が回転することによって、前記回転体
の軸方向に沿って液体が流入し、前記回転体の径方向外向きに沿って前記液体が流出する
ように、前記回転体は構成され、前記ケーシングと前記回転体との間には、前記流出した
液体の一部が流入する隙間空間が形成され、前記隙間空間において、前記ケーシングに対
向する前記回転体の表面には、前記回転体の回転軸に対して同心円状に構造体が形成され
ている。
【０００７】
　この構成によれば、ケーシングと回転体との間に形成される隙間空間において、ケーシ
ングに対向する回転体の表面に、回転体の回転軸に対して同心円状に構造体が形成されて
いるので、隙間空間内に流入した液体の二次流れ（隙間空間内における回転体の表面に沿
う径方向外向きの流れ）の発生を抑制することができ、隙間空間内において螺旋状の渦列
が発生するのを抑制することができる。これにより、隙間空間内における二次流れや螺旋
状の渦列に起因する流体抵抗（流体的なエネルギー損失）を低減することができる。
【０００８】
　また、本発明の流体抵抗低減装置では、前記構造体は、前記回転体の回転軸に対して同
心円状に形成された円形の凹部であってもよい。
【０００９】
　この構成によれば、回転体の回転軸に対して同心円状に形成された円形の凹部により、
隙間空間内に流入した液体の二次流れの発生を抑制することができる。
【００１０】
　また、本発明の流体抵抗低減装置では、前記円形の凸部は、前記回転体の回転軸に対し
て同心円状に複数形成されてもよい。
【００１１】
　この構成によれば、回転体の回転軸に対して同心円状に形成された複数の円形の凸部に
よって、隙間空間内に流入した液体の二次流れの発生を抑制することができる。
【００１２】
　また、本発明の流体抵抗低減装置では、前記円形の凸部の高さは、前記回転体の近傍で
発生する渦の大きさ以下の値に設定されてもよい。
【００１３】
　この構成によれば、円形の凸部の高さを前記回転体の近傍で発生する渦の大きさ以下の
値に設定することによって、隙間空間内に流入した液体の二次流れの発生を円形の凸部で
抑制する効果が向上する。なお、「以下の値」とは、「同じ値、または、それより小さい
値」を意味する。
【００１４】
　また、本発明の流体抵抗低減装置では、前記円形の凹部は、前記回転体の回転軸に対し
て同心円状に複数形成されてもよい。
【００１５】
　この構成によれば、回転体の回転軸に対して同心円状に形成された複数の円形の凹部に
より、隙間空間内に流入した液体の二次流れの発生を抑制することができる。
【００１６】
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　また、本発明の流体抵抗低減装置では、前記円形の凹部の深さは、前記回転体の近傍で
発生する渦の大きさ以下の値に設定されてもよい。
【００１７】
　この構成によれば、円形の凹部の深さを前記回転体の近傍で発生する渦の大きさ以下の
値に設定することによって、隙間空間内に流入した液体の二次流れの発生を円形の凹部で
抑制する効果が向上する。
【００１８】
　また、本発明の流体抵抗低減装置では、前記構造体は、前記回転体の回転軸に対して同
心円状に形成された円形の凸部であってもよい。
【００１９】
　この構成によれば、回転体の回転軸に対して同心円状に形成された円形の凸部によって
、隙間空間内に流入した液体の二次流れの発生を抑制することができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、二次流れや螺旋状の渦列に起因する流体抵抗（流体力学的なエネルギ
ー損失）を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施の形態における流体抵抗低減装置（ポンプ装置）の要部を示す断面
図である。
【図２】本発明の実施の形態における回転体（羽根車）の斜視図である。
【図３】本発明の実施の形態における構造体（凹部）の例を示す図である。
【図４】本発明の実施の形態における構造体（凸部）の例を示す図である。
【図５】本発明の実施の形態における流体抵抗（トルク平均値）の低減効果を示す図であ
る。
【図６】構造体の他の例（凹部と凸部の組み合わせ）を示す図である。
【図７】ポンプ装置の隙間空間において発生する二次流れの説明図である。
【図８】羽根車の近傍で発生する渦の大きさの求め方の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の実施の形態の流体抵抗低減装置について、図面を用いて説明する。本実
施の形態では、遠心ポンプ等のポンプ装置として用いられる流体抵抗低減装置の場合を例
示する。
【００２３】
　本発明の実施の形態の流体抵抗低減装置（ポンプ装置）の構成を、図面を参照して説明
する。図１は、本実施の形態のポンプ装置の要部を示す断面図である。また、図２は、本
実施の形態の回転体（羽根車）の斜視図である。図１に示すように、本実施の形態のポン
プ装置１では、ケーシング２、３の内部に羽根車４が収納されている。
【００２４】
　図２に示すように、羽根車４には、シャフト（図示せず）が通る穴５が形成されており
、穴５の周りには、液体（例えば、水など）が流入する流入口６が形成されている。また
、羽根車４の側面には、液体が流出する流出口７が形成されている。羽根車４は、主板８
と側板９を備えるクローズタイプの羽根車４であり、主板８と側板９との間には、複数の
羽根１０（クローズ羽根）が設けられている。このようにして、羽根車４は、羽根車４が
回転することによって、羽根車４の軸方向（図１における右方向）に沿って流入口６から
液体が流入し、羽根車４の径方向外向き（図１における上方向）に沿って流出口７から液
体が流出するように構成されている。
【００２５】
　また、図１に示すように、本実施の形態のポンプ装置１では、ケーシング２、３と羽根
車４との間に、流出口７から流出した液体の一部が流入する隙間空間１１が形成されてい
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る。そして、図１および図２に示すように、ケーシング２、３に対向する羽根車４の表面
には、羽根車４の回転軸に対して同心円状に構造体１２が形成されている。
【００２６】
　図３は、本実施の形態の構造体１２（凸部）の例を示す図である。図３の例では、羽根
車４の主板８と側板９の表面（ケーシング２、３に対向する側の表面）に、羽根車４の回
転軸に対して同心円状の凸部１２（円形の凸部）がそれぞれ形成されている。この場合、
円形の凸部１２の高さは、羽根車４の近傍で発生する渦の大きさ以下の値に設定されるこ
とが好ましい。すなわち、円形の凸部１２の高さは、羽根車４の近傍で発生する渦の大き
さと同じ値、または、それより小さい値に設定されることが好ましい。なお、図３の例で
は、１つの円形の凸部１２が、羽根車４の主板８と側板９の表面に形成されているが、本
発明の範囲はこれに限定されない。１つの円形の凹部１２が、羽根車４の主板８と側板９
の表面に形成されてもよい。その場合、円形の凹部１２の深さは、羽根車４の近傍で発生
する渦の大きさ以下の値に設定されることが好ましい。
【００２７】
　図４は、本実施の形態の構造体１２（凸部）の例を示す図である。図４の例では、羽根
車４の主板８と側板９の表面（ケーシング２、３に対向する側の表面）に、羽根車４の回
転軸に対して同心円状の３つの凸部１２（円形の凸部）がそれぞれ形成されている。なお
、図４の例では、３つの円形の凸部１２が、羽根車４の主板８と側板９の表面に形成され
ているが、本発明の範囲はこれに限定されない。円形の凸部１２は、羽根車４の主板８と
側板９の表面に、同心円状に２つあるいは４つ以上形成されてもよい。この場合、円形の
凸部１２の高さは、羽根車４の近傍で発生する渦の大きさ以下の値に設定されることが好
ましい。また、複数の円形の凹部１２が、羽根車４の主板８と側板９の表面にそれぞれ同
心円状に形成されてもよい。その場合、円形の凹部１２の深さは、羽根車４の近傍で発生
する渦の大きさ以下の値に設定されることが好ましい。
【００２８】
　構造体１２のスケール（凸部の高さや凹部の深さ）は、次のようにして求めることがで
きる。例えば、図８に示すように、隙間空間（漏れ流路）の中間位置までの距離Ｒとそこ
での周方向速度を、羽根車４の半径長さＲdと隙間空間（漏れ流路）の高さｈのアスペク
ト比ｈ／Ｒdで補正した値を各々代表長さＬと代表速度Ｕとして使用し、渦の大きさｓを
予測する。ここで、無次元定数ｓ+は、３００～５００になるように設定する。そして、
予測した値（渦の大きさ）を基準値として使用して、構造体１２のスケール（凸部の高さ
や凹部の深さ）をそれ以下の値となるように設定する。
【００２９】
　図５は、本実施の形態のポンプ装置１の流体抵抗（トルク平均値）の低減効果を示す図
である。図５において、実施例１－１は、図３の構造体１２の例に対応する。すなわち、
構造体１２は凸部であり、構造体１２の数は１つであり、構造体１２は径方向の中央位置
に配置されている。この実施例１－１のトルク平均値は、９．０４×１０-3Ｎｍであり、
構造体１２が形成されていない比較例に比べて、０．０６×１０-3Ｎｍの流体抵抗（トル
ク平均値）の低減効果が得られた。
【００３０】
　実施例１－２は、実施例１－１の構造体１２が径方向外側に設けられた例に対応する。
すなわち、構造体１２は凸部であり、構造体１２の数は１つであり、構造体１２は径方向
の外側に配置されている。この実施例１－２のトルク平均値は、９．０４×１０-3Ｎｍで
あり、構造体１２が形成されていない比較例に比べて、０．０６×１０-3Ｎｍの流体抵抗
（トルク平均値）の低減効果が得られた。
【００３１】
　実施例１－３は、実施例１－１の構造体１２が径方向内側に設けられた例に対応する。
すなわち、構造体１２は凸部であり、構造体１２の数は１つであり、構造体１２は径方向
の内側に配置されている。この実施例１－３のトルク平均値は、９．０７×１０-3Ｎｍで
あり、構造体１２が形成されていない比較例に比べて、０．０３×１０-3Ｎｍの流体抵抗
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（トルク平均値）の低減効果が得られた。
【００３２】
　実施例１－４は、図４の構造体１２の例に対応する。すなわち、構造体１２は凸部であ
り、構造体１２の数は３つであり、構造体１２は径方向の内側と中央位置と外側に配置さ
れている。この実施例１－４のトルク平均値は、９．０３×１０-3Ｎｍであり、構造体１
２が形成されていない比較例に比べて、０．０７×１０-3Ｎｍの流体抵抗（トルク平均値
）の低減効果が得られた。
【００３３】
　実施例１－５は、実施例１－４の構造体１２に対して径方向外側の凸部が１つ削除され
た例に対応する。すなわち、構造体１２は凸部であり、構造体１２の数は２つであり、構
造体１２は径方向の内側と中央位置に配置されている。この実施例１－５のトルク平均値
は、９．０４×１０-3Ｎｍであり、構造体１２が形成されていない比較例に比べて、０．
０６×１０-3Ｎｍの流体抵抗（トルク平均値）の低減効果が得られた。
【００３４】
　実施例２－１は、実施例１－１の構造体１２が凹部で構成された例に対応する。すなわ
ち、構造体１２は凹部であり、構造体１２の数は１つであり、構造体１２は径方向の中央
位置に配置されている。この実施例２－１のトルク平均値は、９．０４×１０-3Ｎｍであ
り、構造体１２が形成されていない比較例に比べて、０．０６×１０-3Ｎｍの流体抵抗（
トルク平均値）の低減効果が得られた。
【００３５】
　実施例２－２は、実施例２－１の構造体１２に対して径方向外側に凹部が１つ追加され
た例に対応する。すなわち、構造体１２は凹部であり、構造体１２の数は２つであり、構
造体１２は径方向の中央位置と外側位置に配置されている。この実施例２－２のトルク平
均値は、９．０９×１０-3Ｎｍであり、構造体１２が形成されていない比較例に比べて、
０．０１×１０-3Ｎｍの流体抵抗（トルク平均値）の低減効果が得られた。
【００３６】
　以上のとおり、本実施の形態のポンプ装置１によれば、ケーシング２、３と羽根車４と
の間に形成される隙間空間１１において、ケーシング２、３に対向する羽根車４の表面に
、羽根車４の回転軸に対して同心円状に構造体１２が形成されているので、隙間空間１１
内に流入した液体の二次流れ（隙間空間１１内における羽根車４の表面に沿う径方向外向
きの流れ）の発生を抑制することができ、隙間空間１１内において螺旋状の渦列が発生す
るのを抑制することができる。これにより、隙間空間１１内における二次流れや螺旋状の
渦列に起因する流体抵抗（流体的なエネルギー損失）を低減することができ、ポンプ効率
を向上させることができる。
【００３７】
　本実施の形態では、羽根車４の回転軸に対して同心円状に形成された円形の凹部１２に
より、隙間空間１１内に流入した液体の二次流れの発生を抑制することができる。この場
合、円形の凹部１２の深さを羽根車４の近傍で発生する渦の大きさ以下に設定すると、隙
間空間１１内に流入した液体の二次流れの発生を、円形の凹部１２で抑制する効果が向上
する。
【００３８】
　また、羽根車４の回転軸に対して同心円状に形成された円形の凸部１２によって、隙間
空間１１内に流入した液体の二次流れの発生を抑制することができる。この場合、円形の
凸部１２の高さを羽根車４の近傍で発生する渦の大きさ以下に設定すると、隙間空間１１
内に流入した液体の二次流れの発生を、円形の凸部１２で抑制する効果が向上する。
【００３９】
　以上、本発明の実施の形態を例示により説明したが、本発明の範囲はこれらに限定され
るものではなく、請求項に記載された範囲内において目的に応じて変更・変形することが
可能である。
【００４０】
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　例えば、以上の説明では、羽根車４が、主板８と側板９を備えるクローズタイプの羽根
車４である場合について説明したが、羽根車４は、主板８のみを備える（側板９を備えな
い）オープンタイプの羽根車４であってもよい。その場合、同心円状の構造体１２（凹部
や凸部）は、主板８の表面（ケーシング２、３に対向する側の表面）に形成することがで
きる。
【００４１】
　また、以上の説明では、同心円状の構造体１２が、凹部か凸部のいずれかである場合に
ついて説明したが、例えば、図６に示すように、同心円状の構造体１２は、凹部と凸部を
組み合わせた構造であってもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　以上のように、本発明にかかる流体抵抗低減装置は、二次流れや螺旋状の渦列に起因す
る流体抵抗（流体力学的なエネルギー損失）を低減することができるという効果を有し、
遠心ポンプ等のポンプ装置として用いられ有用である。
【符号の説明】
【００４３】
　１　流体抵抗低減装置（ポンプ装置）
　２　ケーシング
　３　ケーシング
　４　回転体（羽根車）
　５　穴
　６　流入口
　７　流出口
　８　主板
　９　側板
　１０　羽根
　１１　隙間空間
　１２　構造体（凹部、凸部）
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